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藤沢市長 鈴木 恒夫  様  

   

 

                                   藤沢市個人情報保護制度 

                                   運営審議会会長  畠山 鬨之 

 

所管する情報処理システムの運用管理に係るコンピュータ処理 

について（答申） 

 

  ２０１５年２月２３日付けで諮問（第７１８号）された所管する情報処
理システムの運用管理に係るコンピュータ処理について次のとおり答申

します。  
 

１  審議会の結論 

藤沢市個人情報の保護に関する条例（平成１５年藤沢市条例第７号。 

以下「条例」という。) 第１８条の規定によるコンピュータ処理を行う

ことは適当であると認められる。 

  

２  実施機関の説明要旨 

  実施機関の説明を総合すると，本事務の実施に当たりコンピュータ処

理を行う必要性は次のとおりである。 

 (1)  諮問に至る経過 

   本市では，インターネットを活用して自宅やオフィスから安心して

行政手続を行うことができる電子自治体の取り組みを推進し，市民の

負担軽減や利便性の向上を図るとともに，神奈川県及び県内３０市町

村（横浜市，川崎市，横須賀市を除く。）と電子自治体共同運営サー

ビスを進めている。 

   この電子自治体共同運営サービスにおいて利用している電子申請

システムは，２００５年３月９日付け藤沢市個人情報保護制度運営審

議会答申第１３９号で承認されており，現行システムへのシステム更

新の際には，そのシステムのコンピュータ利用について，２００９年

１１月２７日付け藤沢市個人情報保護制度運営審議会答申第４１７

号で承認されている。 

今回，２０１５年のシステム更新にあたり，その内容について変更

が予定されているため，次期電子申請システムでのコンピュータ利用         

について諮問するものである。 



(2) 次期電子申請システムの変更点について 

   現行システムについては，次世代電子自治体推進企業コンソーシア

ムがシステムの運営を行っているが，次期システムについては，別の

事業者が新たにシステムの運営を行う。 

(3) コンピュータ処理の必要性について 

ア  この電子申請システムを利用するにあたり利用者は申請を行う自
治体ごとに，利用者規約に同意し，本人の利用者情報を登録する。登

録を行った利用者には利用者ＩＤが交付され本人が指定したパスワ

ードとあわせてログインすることで，システムを利用することが可能

となる。  
     総合的かつ汎用的な受付事務を電子的に行うことで，市民の利便性

の向上を図るとともに行政事務の効率化を進めることができること

となることから，コンピュータ処理を行う必要性がある。  
イ 電子申請システムで取り扱う個人情報について 

  (ｱ) 利用者登録情報 

     利用者は，申請を行う自治体ごとに利用者規約に同意し，本人

の利用者情報を登録する。また，利用者情報の登録は本人確認の

手段であって，この利用者情報を他の用途に使用しない。 

(a) システムの利用者登録情報は各自治体ごとに管理する。 

(b) 利用者はシステムの利用に当たり申請・届出手続を行うそれ

ぞれの自治体ごとにあらかじめ本人としての利用者登録を行う。 

    (c) 利用者が登録した個別の情報は，登録先の自治体以外の自治 

体は参照・修正ができない 

    (d) 実施機関は利用者の個人情報として氏名・住所・メールアド

レスを収集する。 

  (ｲ) 申請書情報 

(a) 申請書情報は各自治体ごとにデータベースに格納・管理する。

(b) データベースに格納された申請書情報は，申請先の自治体以   

外の自治体は参照・修正できない。 

(c) 各自治体の担当者は審査等を行う際に担当事務の申請書情報

に限りアクセスすることができる。 

(d) システム利用者は必要に応じ申請の審査状況等をシステムに

照会することができる。 

(4) システムの安全性について 

ア ネットワーク 

電子申請システムは利用者側が通信するインターネットからのセ

キュリティがＦ／Ｗ (ファイアウォール )等により十分に確保され，イ
ンターネット通信はＳＳＬを利用した暗号化により情報の外部漏え

いを防ぐ。  
職員は専用回線の総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ )を利用し，

システムのログインにはＦ／Ｗによるセキュリティが確保され，Ｌ



ＧＷＡＮについても暗号化が図られ，ＬＧＷＡＮと庁内の情報系ネ

ットワークの接続についてもＦ／Ｗによるセキュリティ管理が行わ

れる。  
イ 施設要件 

次期システムのインターネットデータセンター施設は「情報シス

テム安全対策基準」への適合及び「LGWAN-ASP」の必要条件を満たし

ており，現行システムの施設要件とセキュリティ上同等のものとな

っている。 

ウ 管理基準 

現行システムと同様に，次期システムについても，サービス提供

事業者のセキュリティポリシーが管理基準となっている。 

運用・保守業務は国際標準規格の ITILに基づき構築し，ＳＬＭ（サ

ービスレベルマネージメント）を行っている。ＳＬＭについては，

ISO9001に適合するよう管理策を構築し，運用・保守業務に係る個

人情報保護対策及び情報セキュリティ対策については，ISO15001と

ISO/IEC27001（ISMS）に基づく体系的な管理策を構築している。ま

た，プライバシーマーク制度の使用許諾事業者認定も取得している。 

    以上のことから，現行システムの管理基準と同等のものとなって

いる。 

エ 契約方法 

    現行システムと同様に，次期システムについても，システムを運

営する事業者と神奈川県が提供委託業務契約を締結して運用し，本

市は神奈川県と協定を締結し，システムの利用を行う。また，本市

はシステムを運営する事業者と個別に個人情報の取扱いに関する

協定書を締結し，個人情報を適切に管理するよう指導監督を行う。 

 
           (契約）       （基本協定の締結）     

    事業者            神奈川県              本市         
                （委託料）         （負担金） 
             個人情報の取扱いに関する協定書の締結）      

 

(5) 実施年月日 

２０１５年４月１日  

(6) 提出資料 

    ア  資料１  神奈川電子自治体共同運営サービス電子申請システム提
供委託業務契約書  

イ  資料２  神奈川電子自治体共同運営サービス電子申請システム提
供委託業務契約書特記事項  

ウ  資料３  神奈川電子自治体共同運営サービス電子申請システム提
供委託業務仕様書  

   エ 資料４ 神奈川電子自治体共同運営サービス電子申請システム 

共同利用に関する協定書 

  



   オ 資料５ 神奈川電子自治体共同運営サービス電子申請システム 

提供委託業務における個人情報の取扱いに関する協定書 

   カ 資料６ 神奈川電子自治体共同運営サービス電子申請システム 

提供委託業務における個人情報の取扱いに関する協定書特記事項  
   キ 資料７ 重要情報保護措置の内容について 

ク 資料８ 個人情報取扱事務届出書 

  

 ３ 審議会の判断理由 

     当審議会は，次に述べる理由により，審議会の結論のとおりの判断

をするものである。 

  コンピュータ処理を行うことについて 

 (1)コンピュータ処理を行う必要性について 

    実施機関では，コンピュータ処理を行う必要性について，次のよ

うに述べている。    

      この電子申請システムを利用するにあたり利用者は申請を行う自
治体ごとに，利用者規約に同意し，本人の利用者情報を登録する。

登録を行った利用者には利用者ＩＤが交付され本人が指定したパ

スワードとあわせてログインすることで，システムを利用すること

が可能となる。  
     総合的かつ汎用的な受付事務を電子的に行うことで，市民の利便

性の向上を図るとともに行政事務の効率化を進めることができる

こととなることから，コンピュータ処理を行う必要性がある。  
     以上のことから判断すると，コンピュータ処理を行う必要性は認

められる。  
(2) 安全対策について   

    実施機関では，以下の安全対策を講じている。 

    ア システムの安全性について 

(ｱ) ネットワーク 

電子申請システムは利用者側が通信するインターネットから

のセキュリティがＦ／Ｗ (ファイアウォール )等により十分に確
保され，インターネット通信はＳＳＬを利用した暗号化により

情報の外部漏えいを防ぐ。  
職員は専用回線の総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ )を利用

し，システムのログインにはＦ／Ｗによるセキュリティが確保

され，ＬＧＷＡＮについても暗号化が図られ，ＬＧＷＡＮと庁

内の情報系ネットワークの接続についてもＦ／Ｗによるセキュ

リティ管理が行われる。  
(ｲ) 施設要件 

次期システムのインターネットデータセンター施設は「情報

システム安全対策基準」への適合および「LGWAN-ASP」の必要条

件を満たしており，現行システムの施設要件とセキュリティ上



同等のものとなっている。 

(ｳ) 管理基準 

現行システムと同様に，次期システムについても，サービス提

供事業者のセキュリティポリシーが管理基準となっている。 

運用・保守業務は国際標準規格の ITILに基づき構築し，ＳＬ

Ｍ（サービスレベルマネージメント）を行っている。ＳＬＭにつ

いては，ISO9001に適合するよう管理策を構築し，運用・保守業

務に係る個人情報保護対策及び情報セキュリティ対策について

は，ISO15001と ISO/IEC27001（ISMS）に基づく体系的な管理策

を構築している。また，プライバシーマーク制度の使用許諾事業

者認定も取得している。 

      以上のことから，現行システムの管理基準と同等のものとなっ

ている。 

(ｴ) 契約方法 

      現行システムと同様に，次期システムについても，システムを

運営する事業者と神奈川県が提供委託業務契約を締結して運用

し，本市は神奈川県と協定を締結し，システムの利用を行う。ま

た，本市はシステムを運営する事業者と個別に個人情報の取扱い

に関する協定書を締結し，個人情報を適切に管理するよう指導監

督を行う。 

        以上のことから判断すると，安全対策上の措置が施されている

と認められる。 

   以上に述べたところにより，コンピュータ処理を行うことは適当で 

あると認められる。 

                           以  上 

 

 


